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後後期期高高齢齢者者医医療療制制度度のの創創設設  

 

平成２０年４月から、後期高齢者医療制度が始まっています。 

７５歳以上の方または６５歳～７４歳の方で一定の障害の状態にあることにつき広域連合の認定を

受けた方は、後期高齢者医療制度に加入することになります。 

この場合、現在加入している政府管掌健康保険の被保険者・被扶養者ではなくなります。また、被保

険者が資格喪失した場合、７５歳未満の扶養されている方も被扶養者でなくなるため、新たに国民健康

保険等に加入することとなります。（ただし、平成２０年４月から９月までは保険料負担を凍結し、平

成２０年１０月から平成２１年３月までは保険料を９割軽減することとしています。また、加入から２

年間は、被保険者均等割の半額に軽減されます。） 

したがいまして、後期高齢者医療制度に加入する方は、５月に支給する給与等から健康保険料を控除

しないこととなります。また、社会保険事務所への資格喪失届が必要となります。 

後期高齢者医療制度に加入することとなった被保険者の健康保険料は、原則として年金から徴収され

ることとなります。負担額の上限は５０万円です。 



 

 

平成２０年５月号 

税制改正情報税制改正情報税制改正情報税制改正情報    第１４第１４第１４第１４号号号号        リース取引に関する改正点リース取引に関する改正点リース取引に関する改正点リース取引に関する改正点    

    

 今月は、平成２０年４月から改正になったリース取引について、みていきましょう。 

 

 

   １．リース取引の種類１．リース取引の種類１．リース取引の種類１．リース取引の種類    

 リース取引は、ファイナンス・リース取引とオペレーティング・リース取引とに分けられます。 

 ファイナンス・リース取引とは、次の２つの要件を満たすものとされています。 

○ 中途解約不能 

○ フルペイアウト（リース物件を所有した場合とほぼ同じ利益を受けられると同時に、 

          リース物件を所有した場合とほぼ同じ費用を負担する。） 

 ファイナンス・リース取引は、さらに、所有権移転ファイナンス・リース取引と、所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引とに分けられます。多くの会社で利用されている、コピーやパソコンのリースは、ほとん

ど「所有権移転外ファイナンス・リース取引」に該当します。 

 オペレーティング・リース取引とは、ファイナンス・リース取引に該当しないリース取引をいいます。 

 

 

            ２．会計基準での処理と税法上での処理２．会計基準での処理と税法上での処理２．会計基準での処理と税法上での処理２．会計基準での処理と税法上での処理    

 今回の改正では、所有権移転外ファイナンス・リース取引が売買取引（資産計上）として取り扱うことと

されましたが、会計基準による処理と税法上の処理では、以下のように異なる点があります。 

 会計基準 税法上 

経理処理 改正前：売買処理 

      (例外：賃貸借処理) 

改正後：売買処理 

改正前：賃貸借処理 

 

改正後：売買処理 

リース資産計上額 リース料総額から利息相当額を 

控除した金額 

リース料総額 

適用開始 平成２０年４月１日以降に 

開始する事業年度より 

平成２０年４月１日以降に 

締結するリース契約より 

 

 

            ３．消費税の取り扱い３．消費税の取り扱い３．消費税の取り扱い３．消費税の取り扱い    

 税法上、リース取引を売買取引として取り扱うこととされたことにより、消費税の処理に注意しなければ

なりません。 

 リース取引を売買処理、すなわち資産計上（資産を取得）するわけですから、リース契約時に消費税全額

について仮払消費税等をたてることになります。つまり、リース料総額が、契約を締結した事業年度の課税

仕入れになるのです。 

 賃貸借処理の場合に、月々のリース料支払い時において課税仕入れとしていた処理とは異なってきます。 

 

（大久保 久美子） 

 



 

 

平成２０年５月号 

事業承継税制の概要③事業承継税制の概要③事業承継税制の概要③事業承継税制の概要③    

□□□□相続税の課税方式を抜本改正することを検討相続税の課税方式を抜本改正することを検討相続税の課税方式を抜本改正することを検討相続税の課税方式を抜本改正することを検討    

平成２０年度税制改正の要綱には、「新しい事業承継税制の制度化にあわせて、相続税の課税方式をいわ

ゆる遺産取得課税方式に改めることを検討する。その際、格差の固定化の防止、老後扶養の社会化への対処

等相続税のめぐる今日的課題を踏まえ、相続税の総合的見直しを検討する。」とあります。 

また、平成２１年度税制改正で法案を成立させたうえで、「中小企業における経営の承継の円滑化に関

する法律」の施行日（つまり平成２０年１０月１日です）までさかのぼって適用することとされています。 

それでは、遺産取得課税方式とはどのような課税方式なのでしょうか。また、現行の法定相続分課税方式

とはどのように違うのでしょうか。 

①法①法①法①法定相続分課税方式定相続分課税方式定相続分課税方式定相続分課税方式    

現行の法定相続分課税方式は、「拝啓社長殿 第１８号」でもお伝えしたとおり、正味の課税財産から基

礎控除を引いた金額を、各法定相続人が法定相続分で財産を取得したものとして超過累進税率をかけ、各人

ごとの相続税額を計算します。これを合計した「相続税の総額」を、実際に取得した財産の価額で按分して

各人の相続税額を計算します。 

ですから、正味の遺産額と法定相続人が同じであれば、相続財産をどう分けようと、おさめる相続税の総

額は変わらない仕組みになっています。そのため、「法定相続分課税方式」と呼ばれています。 

この方式では、相続した財産が多い人も少ない人も、相続税の負担割合は、原則として同じになります。 

②遺産取得課税方式②遺産取得課税方式②遺産取得課税方式②遺産取得課税方式    

遺産取得課税方式は、各相続人が実際に取得した財産の合計額に対して税率をかけて各人の相続税額を計

算する方式です。したがって、相続した財産が多い人は、少ない人より相続税の負担割合が高くなります。

被相続人の相続財産が全部でどのくらいなのか、ということは関係ありません。相続人各人が取得した金額

に応じて相続税を負担するわけです。財産を多く取得した人の負担割合が多くなるというのは、ある意味公

平ではあるかもしれません。 

【計算例】遺産総額・・・６億円  相続人・・・子供２人（Ａが４億円 Ｂが２億円取得） 

  税率・基礎控除は現行制度と変更ないものと仮定 

現行（法定相続分課税方式）現行（法定相続分課税方式）現行（法定相続分課税方式）現行（法定相続分課税方式）    遺産取得課税方式遺産取得課税方式遺産取得課税方式遺産取得課税方式    

①正味の遺産額－基礎控除 

 6億円－（5,000万円＋1,000万円×2人）＝5億

3,000万円 

②各人の法定相続分に応じた課税価額 

 5億 3,000万円×1/2＝2億 6,500万円 

③法定相続分に応ずる各人の相続税額 

 2億 6,500万円×40％－1,700万円＝8,900万円 

④相続税の総額 

 8,900万円×2＝1億 7,800万円 

④各人の相続税額 

Ａ 1億 7,800万円×4億円/6億円＝1億 1,870万円 

Ｂ 1億 7,800万円×2億円/6億円＝5,930万円 

①基礎控除（現行の基礎控除を人数割とします） 

（5,000万円＋1,000万円×2人）÷2＝3,500万円 

②各人の課税価額 

Ａ 4億円－3,500万円＝3億 6,500万円 

Ｂ 2億円－3,500万円＝1億 6,500万円 

③各人の相続税額 

Ａ  

3億 6,500万円×50％－4,700万円＝1億 3,550万円 

Ｂ  

1億 6,500万円×40％－1,700万円＝4,900万円 

合  計            1億 8,450万円 

（税理士 朝倉 令子） 

 



 

 

平成２０年５月号 

相続にまつわるＱ＆Ａ集シリーズ相続にまつわるＱ＆Ａ集シリーズ相続にまつわるＱ＆Ａ集シリーズ相続にまつわるＱ＆Ａ集シリーズ    ⑥⑥⑥⑥    

ＱＱＱＱＱＱＱＱ８８８８８８８８                相相相相相相相相続続続続続続続続のののののののの承承承承承承承承認認認認認認認認とととととととと放放放放放放放放棄棄棄棄棄棄棄棄ににににににににつつつつつつつついいいいいいいいてててててててて教教教教教教教教ええええええええててててててててくくくくくくくくだだだだだだだだささささささささいいいいいいいい  

 

ＡＡＡＡＡＡＡＡ８８８８８８８８ 相続の承認と放棄については以下のとおりです。 

■ 相続の承認・放棄 

相続人は、相続の開始を知ったときから３ヶ月以内に相続の放棄や限定承認の手続きをするかどうかを選

択しなければなりません。いったん選択したら、原則としてこれを取り消すことはできません。 

①①①①    単純承認単純承認単純承認単純承認    

相続人が単純承認したときは（つまり、限定承認や相続放棄といった手続きを何もとらなければ）、被相

続人の権利義務を無限に承継します。もし、相続財産がプラスの財産よりマイナスの財産のほうが多いとき

は、マイナスの財産だけが残ることになります。このような場合には、相続人が所有している財産から弁済

しなくてはなりません。 

②②②②    限定承認限定承認限定承認限定承認    

相続人は、全員で共同して、プラスの相続財産の範囲内でのみ、被相続人のマイナスの財産を引き継ぐと

いう方法を選択することができます。これを「限定承認」といいます。つまり、相続財産の範囲内で被相続

人の債務を弁済し、残りの債務については責任を負う必要がないわけです。 

限定承認を選択する場合には、相続人全員で相続が開始したことを知ったときから３ヶ月以内に、家庭裁

判所にその旨を申し立てなくてはなりません。相続人のうち一人でも単純承認してしまうと、他の相続人は

限定承認を選択することができなくなり、単純承認か相続放棄を選択するしかなくなります。また、限定承

認する前に、相続財産の一部でも処分したりしてしまうと、単純承認したものとみなされ、それ以後限定承

認を選択することはできません。 

限定承認を選択した場合で、プラスの財産のほうがマイナスの財産より多かった場合には、被相続人が相

続財産を時価で譲渡したものとして譲渡所得が発生します。この譲渡所得税は相続税の計算で債務控除でき

ます。 

③③③③    相続放棄相続放棄相続放棄相続放棄    

相続財産のすべてを放棄するのが相続放棄です。プラスの財産もマイナスの財産もすべてを拒否するわけ

です。限定承認と同じように、相続の開始があったことを知ったときから３ヶ月以内に家庭裁判所に申し立

てをしなくてはなりません。限定承認と異なり、相続人それぞれが選択することができます。 

相続放棄の手続きをとると、その人ははじめから相続人でなかったものとみなされますので、放棄をした

人について代襲相続はありません。 

（税理士 朝倉 令子） 
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